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1. はじめに 

浚渫土は埋立地の造成に用いられることが多いもの

の、近年では埋立地造成の需要は少なくなっており、浚

渫埋立工事は減少傾向である。しかしながら、航路の維

持、岸壁増深等に伴う浚渫土は常に発生しており、現在

では建設費用の増大や環境保全の観点から、埋立処分場

の新規確保が困難な状況であり、既存の処分場の延命化

が望まれている。 

今回の発表では、埋立処分場の受入容量拡大を目的と

した設計業務に伴う地質調査において、物性値を用いた

圧密定数の提案事例について紹介する。 

 

2. 調査地の地形・地質 

調査地は三重県北勢地域の臨海部に位置しており、平

成 3年頃に浚渫土の海面処分場として埋立事業が開始さ

れた場所である。 

地質構成は、最上位が第四紀完新世に形成された沖積

層、その下位には第四紀更新世の洪積層、さらに下位に

は第三紀鮮新世の東海層群が分布する状況である。 

各層は表-1 のとおり地質的な特徴によって細区分さ

れる。このうち当該地の旧地形は海岸～遠浅の海底であ

り、砂層を主体とする最上位の富田浜層は薄く、粘土層

を主体とした四日

市港層が表層地形

の一部を形成して

いたと考えられる。 

当該地は、この

ような海岸線およ

び浅海底を浚渫土

によって YP+7m 付

近まで埋立てた敷

地である。 

 

3. 調査計画 

(1) 処分場の容量拡大方策 

当該処分場の受け入れ容量拡大計画として、【嵩上げ

築堤】、【浚渫土の圧密による減容化】の両面からの検討

が行われており、今回の業務では【浚渫土の圧密による

減容化】の検討に必要な地盤データを得ることが目的で

あった。 

(2) 問題点 

過年度調査による地層構成は図-1 および表-2 のとお

りで、浚渫土による粘性土主体の埋土層(B 層)の下位に

第四紀完新世の富田浜層(Tmc 層・Tms 層)および四日市港

層(Uc 層・Ucs 層)が分布している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

過年度調査により、B

層は圧密未了状態と判断

されている。ここに浚渫

土を受け入れて上載荷重

を増加させれば、さらな

る圧密が期待され、浚渫

土受入時の埋立量を検討

するに当たっては、B 層

の詳細な圧密特性をより

迅速で経済的に把握する

ことが望まれていた。 

しかしながら、築堤・浚渫土砂埋立範囲は 1200m×500m

程度と広大な敷地であり、B 層は層厚 20m 程度で全域に

分布することから、圧密特性を把握するためのサンプリ

ング、圧密試験には調査期間が長くなることや費用の増

大が問題とされた。 

(3) 調査方法の選定 

過年度調査では地層構成を把握できる程度のデータが

得られていた。今回はこれを補完し、「物性値と圧密特性

の相関に着目した圧密定数の提案」を経済的に行うこと

を目的とし、以下の調査内容とした。 

・圧密層(B 層、Uc 層)、排水層(Tms 層、Ucs 層)の詳細位

置を把握するため、9 箇所のオールコアボーリング 

・過年度調査でデータが少ない浚渫土(B 層)のサンプリ

ングと室内土質試験(物理試験、圧密試験) 

 

4. 調査結果 

(1) ボーリング結果 

ボーリング調査では、埋土層(B)下位に第四紀完新世の

四日市港層の粘性土層(Uc)が確認され、さらに下位に砂

質土層(Ucs)が確認された。なお、過年度調査では B層下

位に富田浜層の粘性土層(Tmc)、砂質土層(Tms)が確認さ

れているものの、今回は確認されていない。 

表-1 地層区分表 1) 

表-2 地層凡例 

図-1 過年度成果による地層模式図 
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図-2に今回調査分の地層構成をまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 今回調査による地層模式図 

(2) 室内土質試験結果 

表-3に圧密試験結果を示す。過圧密比は、OCR=0.37～

0.96 となり、全ての試料において「圧密未了」の状態と

判断された。一方、過年度調査では OCR=0.27～0.80 であ

り、全体的に今回の OCR が大きく、圧密が進行している

と判断された。 

表-3 圧密試験結果一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 圧密定数の推定 

「自然含水比(Wn)-圧密降伏応力(Pc)」および「液性

限界(WL)-圧縮指数(Cc)」の関係を図-3に示す。 

各関係より、以下の相関式が得られる。 

Pc=67000Wn-1.7 (kN/m2)
 
  -------(式 1) R=0.85 

Cc=0.014WL-0.31   ------------(式 2) R=0.91 

式(1)、式(2)ともに相関が高く、自然含水比 Wn、液性

限界WLから圧密降伏応力 Pcおよび圧縮指数Ccが精度良

く算出できる結果が得られた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. まとめ 

B 層にて物理試験と圧密試験を実施した結果、物理的

性状-圧密定数の良い相関関係が得られ、この関係式を用

いれば、物理的性状から圧密状態の判断や圧密沈下量が

精度良く求められると考えられる。 

このような相関関係が得られたことで、敷地内の詳細

な地盤モデルを低コストで作成することができ、合理的

な浚渫土砂埋立計画の作成等、高品質な設計におけるコ

スト削減に寄与できたと考える。 

また施工管理においても、物理試験結果より圧密状態

を把握できることから、事後調査を実施する際のコスト

削減も図れるのではないかと考える。 

なお一般的に、土の圧密特性は堆積環境等の違いによ

る地域性があり、各機関や地域ごとに物性値との相関が

謳われている。この関係式の一例を以下に示す。 

  Cc=0.009(WL-10)   ：港湾 2) 

  Cc=0.015(WL-19)   ：港湾 2) 

  Cc=0.010(WL-12)   ：大阪沖積粘土 3) 

  Cc=0.013WL    ：有明粘土 3) 

以上のように、様々な関係式が提案されているものの、

当該地の相関式とも異なることから、物性値と圧密特性

の関係を求める場合には、地域による区分を行うことが

重要であると考えられる。 

また伊勢湾岸には他にも浚渫土による埋立地があり、

これらについてもデータを収集し、各地域における物性

値と圧密定数の相関を求めることにより、様々な地域・

条件下におけるコスト削減に寄与することが可能になる

と考える。 
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